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This study investigated the effects of perioperative pharmacist audit and feedback (PPAF) on drug utilization in patients 
undergoing general anesthesia at Ogaki Municipal Hospital. In PPAF, pharmacists documented medical records based 
on a checklist on pre- and postoperative days and provided necessary recommendations to the attending physician or  
anesthesiologist to ensure appropriate medication use. A public relation analysis was conducted on 1,639 cases following 
PPAF. Perioperative pharmacists made 215 recommendations to 208 patients (12.7％), with an acceptance rate of 84.7％.
PPAF required approximately 3 hours of pharmacist work per day. The primary recommendations included the use of 
5-HT3 receptor antagonists for the prevention of postoperative nausea and vomiting (PONV) (74 cases, 34.4％ of
recommendations) and antimicrobial dose adjustments based on patient weight (73 cases, 34.0％).
　The use of 5-HT3 receptor antagonists showed a strong positive correlation with time after PPAF (Spearman’s rank
correlation coef�cient, ρ = 0.86, P < 0.001), with a signi�cant reduction in the incidence of PONV from 27.8％ before
PPAF to 24.5％ after PPAF (P = 0.039). Furthermore, the proportion of patients discharged in recovery or remission
significantly improved from 96.5％ to 98.4％ (P < 0.001). However, no significant differences were observed in the
length of hospital stay (15.7 vs 14.3 days, P = 0.074) or surgical site infection rates (4.3％ vs 5.4％, P = 0.807).

The findings suggest that PPAF contributes to improving patient outcomes through appropriate medication use,  
particularly PONV prophylaxis and perioperative antimicrobials. Further research is required to establish optimal PPAF 
methods.

　Key words ――  perioperative pharmacist, pharmaceutical care, audit and feedback,
postoperative nausea and vomiting, surgical site infection

緒　　言

周術期管理において，薬剤の適正使用は患者の
予後を左右する重要な要素である．そのため近年，
チーム医療の推進により，周術期薬剤師の役割が
注目されている．1）従来，周術期の薬剤師介入につ
いては，手術室における薬剤管理の適正化および
薬剤調製のタスク・シフトに関して多く報告され
てきた．2-4）これらの薬剤師介入は，医師あるいは

看護師の負担軽減に寄与し，手術室の効率的な運
用につながる．一方で，手術による患者転帰を改
善するためには，単に手術へのアクセスを向上さ
せるだけでなく，周術期ケア全体の質向上が必要
である．5）そこで，周術期薬剤師はその専門性を
活かし，周術期薬学管理の質向上に寄与すること
が期待されている．

現時点では，疼痛管理，静脈血栓塞栓症，術後
悪心・嘔吐（ postoperative nausea and vomiting:
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PONV）および手術関連ストレス潰瘍の予防に対
して，薬剤師介入の有用性が示唆されている．6）こ
のような背景もあり，本邦においても周術期薬剤
師業務が評価され，2022 年度の診療報酬改定で
は「周術期薬剤管理加算」が新設された．また，
日本病院薬剤師会学術第 5 小委員会は「根拠に基
づいた周術期患者への薬学的管理ならびに手術室
における薬剤師業務のチェックリスト」（https://

www.jshp.or.jp/activity/guideline/20230206-1-2.pdf，
2024 年 12 月 25 日）を更新し，周術期薬剤師業務
の普及を推進した．周術期薬剤業務は，手術室に
専任の薬剤師が手術時に使用する薬剤を一元管理
したうえで病棟薬剤師と連携することが必要であ
り，術前評価，術中管理，術後管理を包括して行
われるものである．一方で，周術期薬剤業務の具
体的な方法あるいは臨床に与える影響に関する報
告は未だ少ない．

薬剤師による薬剤使用の適正化を目指した効果
的な戦略として，専門薬剤師が薬剤使用を監視し，
不適切な薬剤使用に対して迅速に介入を行う“早
期モニタリングとフィードバック（prospective audit 

and feedback: PAF）”戦略がある．7, 8）この戦略は抗
菌薬使用の適正化に寄与する有力な手法として知
られている．9）つまり，この手法を周術期の薬剤使
用の適正化にも応用できる可能性がある．そこで，
当院では 2023 年度より，特に術前評価および術
後管理の強化を目的として，周術期薬剤師による

監査およびフィードバック（perioperative pharmacist 

audit and feedback: PPAF）を業務として確立し，介
入を開始した．

以上のように，周術期薬剤師業務への関心は高
まっているものの，その有用性に関する報告は未
だ少ない．10）そのため，本研究では，麻酔科全身麻
酔手術患者を対象に，手術前後日に行う PPAF が
周術期薬剤使用に与える影響を評価することで，
その有用性について検討することを目的とした．

方　　法

1．対象
研究対象者は当院において，麻酔科管理による

全身麻酔手術を受けた患者とした．PPAF 開始後
の評価期間を 2023 年 4 月 1 日～2024 年 3 月 31 日
とし，PPAF 開始前の対照期間を 2021 年 4 月 1 日～
2022 年 3 月 31 日とした．除外基準は設けず，す
べての患者を組み入れた．患者情報はすべて電子
カルテから後方視的に抽出した．なお，2022 年 4

月 1 日～2023 年 3 月 31 日は，後述する PPAF が確
立するまでのインターバル期間とした．インター
バル期間においては，PPAF の一部について，対象
を限定して行った期間であった．

2．周術期薬剤師業務
最初に，当院の周術期薬剤師の関与について図1

図 1　周術期薬剤師の関与
APS：術後疼痛管理チーム．

https://www.jshp.or.jp/activity/guideline/20230206-1-2.pdf
https://www.jshp.or.jp/activity/guideline/20230206-1-2.pdf


347

Vol 51，No 6（2025）

に示す．当院では，研究対象期間以前より，patient 

flow management（PFM）に薬剤師が常駐していた．
PFM では抗血栓薬および女性ホルモン製剤を中
心とした，プロトコールに基づいた手術前休薬の
確認および指導について行っていた．11）また，2023

年 3 月より，術後疼痛管理チームが発足し，術後
疼痛管理チーム加算を算定し始めた．術後疼痛管
理チームは手術後の回診により，疼痛管理および
PONV 治療に関する助言を行った．12）

次に，本研究対象とする PPAF について以下に
記述する．なお，本文中では，PPAF で行われた
周術期薬剤師による医師への働きかけを“提案”
と定義する．PPAF として，まず手術前に，周術期
薬剤師は次開業日（通常は翌日）の麻酔科全身麻
酔手術患者を電子カルテから抽出し，患者リスト
を作成した．その後，患者リストに基づき，体重，
年齢，腎機能，既往歴，アレルギー歴および薬剤

使用歴などを電子カルテから抽出し，各手術リス
ク（副腎不全リスク，腎機能障害リスク，PONV

リスク）についてカルテ記載を行った（図2）．また，
必要に応じて手術前および手術中に必要な対応に
ついて，主治医あるいは麻酔科医へ提案を行った． 

手術後に関しては，周術期薬剤師は手術終了後
速やかに，カルテ情報を基に予防抗菌薬投与の適
正性，PONV 予防薬の使用，術前使用薬の再開指
示などについて確認およびカルテ記載によるフィー
ドバックを行った（図 3）．この際も，必要に応じ
て主治医へ提案を行った．なお，術前に周術期薬
剤師が関与できなかった緊急手術に関しては，手
術後の確認およびフィードバックのみ行った．こ
れらの業務は，「根拠に基づいた周術期患者への
薬学的管理ならびに手術室における薬剤師業務の
チェックリスト（平成 29 年 6 月 27 日）」（https://

www.jshp.or.jp/activity/guideline/20170629-1-1.pdf，
2024 年 12 月 26 日）および「術後感染予防抗菌
薬適正使用のための実践ガイドライン」13, 14）（ガイ

図2　周術期薬剤師による術前カルテ記載テンプレート
CRE: 血清クレアチニン値，eGFR: 推定糸球体ろ過量，eGFR-
IND: 体表面積補正推定糸球体ろ過量，PSL: プレドニゾロン，
ASA-PS: アメリカ麻酔学会身体状態分類，RCRI: 改訂版心疾患
リスク指数，MRSA: メチシリン耐性黄色ブドウ球菌，PONV: 
術後悪心・嘔吐．根拠に基づいた周術期患者への薬学的管理な
らびに手術室における薬剤師業務のチェックリスト（2022 年
度版）（日本病院薬剤師会学術第 5 小委員会編）を参考に作成．
周術期薬剤師は本テンプレートを用いて術前のチェックを行
い，術前指示の変更あるいは追加が必要と考えられた場合に医
師へ提案を行った．

図3　周術期薬剤師による術後カルテ記載テンプレート
PONV: 術後悪心・嘔吐，TIVA: 完全静脈麻酔．
根拠に基づいた周術期患者への薬学的管理ならびに手術室にお
ける薬剤師業務のチェックリスト（2022 年度版）（日本病院薬
剤師会学術第 5 小委員会編）を参考に作成．周術期薬剤師は本
テンプレートを用いて術後のチェックを行い，スタッフへの
フィードバックを行った．また，術後も継続が必要な薬剤およ
び抗菌薬処方オーダーの確認を行い，必要時に医師へ提案を
行った．

https://www.jshp.or.jp/activity/guideline/20170629-1-1.pdf
https://www.jshp.or.jp/activity/guideline/20170629-1-1.pdf
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ドライン）を参考として 2022 年 4 月 1 日から開
始し，対象患者に対して周術期薬剤業務実施加算
を算定した．また，上記した一連の PPAF は勤続
年数 11 年（感染制御専門薬剤師），9 年および 3

年目薬剤師が1日3時間かけて，曜日担当制で行っ
た．薬剤師による提案は，状況に応じてカルテメッ
セージ，対面あるいは電話を通じて行った．なお，
周術期薬剤師は手術室内で使用される麻薬，毒薬
などの規制薬品，悪性高熱発生時のダントロレン
を含む緊急時使用薬剤，消毒薬，輸液などの全薬
品を一元的に管理した．一方で薬剤の調製につい
ては一切行わなかった．

PPAF 開始前後の対象期間を通じて，当院の麻
酔科医は 8 名であり，麻酔科専門医は 3 名であっ
た．麻酔計画（麻酔方法および手術時使用薬剤の
要点）のカルテ記載は，基本的に手術前日の麻酔
科外来において行われた．周術期薬剤師の麻酔科
医への提案は，麻酔計画を基にカルテメモを記載
したうえで，必要に応じて口頭で行われた．手術
時使用薬剤は，薬剤部でトレーにセットした定型
的な薬剤（局所麻酔薬，昇圧薬および 5-HT3 受容
体拮抗薬を含む）および手術に応じた薬剤を，主
に看護師が取り揃えた．麻酔科医は取り揃えられ
た薬剤のなかで必要な薬剤を選定して使用した．
これらの手術時使用薬剤について，処方箋は発行
されない．手術直前の薬剤の取り揃えについて，
周術期薬剤師は関与していない．

3．アウトカム評価
本研究のメインアウトカムは，PPAF 開始後にお

ける周術期薬剤師の提案内容，提案率および受諾
率とした．また，副次的なアウトカムとして，PONV

予防のための 5-HT3 受容体拮抗薬使用率の推移，
PONV 発生率，外科患者における手術部位感染症

（ surgical site infection: SSI）発生率，入院期間およ
び患者転帰についてPPAF開始前後で比較を行った．

PONV の定義については，手術終了から 2 日以
内において，①看護記録上「嘔気・嘔吐あり」と
されている，② 5-HT3 受容体拮抗薬あるいはメト
クロプラミドのレスキュー投与が行われている，
③麻酔科医師が「PONV あり」と判定した，以上
の 3 項目のいずれかを満たした症例を PONV 発生

とした．また，PONV 予防のための 5-HT3 受容体
拮抗薬使用とは，手術終了直前にグラニセトロン
あるいはオンダンセトロンを経静脈投与したこと
とした．なお，当院では 2022 年 6 月にオンダン
セトロン，2023 年 4 月にグラニセトロンが採用
となったため，本研究では介入後の 5-HT3 受容体
拮抗薬の使用量の推移について評価した．SSI に
ついては，外科患者を対象として感染管理認定看
護師が行っているサーベイランス結果を基に判定
した．感染管理認定看護師の SSI 判定については
厚生労働省院内感染対策サーベイランス事業が定
める判定基準に則って行った（https://janis.mhlw.

go.jp/section/ssi.html，2024 年 12 月 26 日）．

4．統計解析
比率の検定には Fisher の正確確率検定あるいは

χ2 検定，連続変数に関しては Student の t 検定を使
用して P 値を算出した．また，経過月数と 5-HT3 受
容体拮抗薬の使用量の経時的な変化についてはス
ピアマンの順位相関係数を求めた．統計ソフトに
は EZR version 1.68 を用いた．15）P < 0.05 を有意水
準とした．

5．倫理的配慮
本研究は“人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針”に基づき，当院臨床倫理委員会の承認
を得て行った（承認番号 20250123-10）．

結　　果

1．周術期薬剤師による提案
PPAF 開始後の対象患者は 1,639 人であった．そ

のうち，周術期薬剤師による提案は 215 件であり，
208 人（12.7％）の患者に行われた．提案受諾率
は 84.7％であった．PPAF 開始後における周術期
薬剤師の提案内容について表 1に示す．周術期薬
剤師による提案としては，PONV 予防のための
5-HT3 受容体拮抗薬投与の推奨が 74 件（全提案
に占める割合 34.4％）および体重が 80 kg を超え
る患者に対する術後感染予防抗菌薬投与量の増量
が 73 件（34.0％）であり，多くを占めた．また，
術前の提案が 205 件（95.3％）であり，提案のほ

https://janis.mhlw.go.jp/section/ssi.html
https://janis.mhlw.go.jp/section/ssi.html
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項目 詳細 提案数（件） 受諾率（％）
提案合計数 215 84.7

術前

PONV 麻酔終了前の予防的グラニセトロン使用 74 77.0

抗菌薬

体重 80 kg 超のため予防抗菌薬投与量を増量 73 82.2

β ラクタムアレルギー登録患者への代替薬 10 100

小児患者の適正な投与量 a） 8 100

MRSA スクリーニング陽性 or 不明のため VCM へ変更 4 100

手術部位を考慮した抗菌薬変更 b） 4 100

透析患者のため予防抗菌薬の追加投与を中止 3 100

既往歴
緑内障既往について麻酔科医へ情報提供 c） 12 83.3

重症筋無力症患者のフルニトラゼパム指示を削除 1 100

パーキンソン病患者のハロペリドール指示を削除 1 100

ステロイド ステロイドカバーの推奨 6 100

休薬
テオフィリンの休薬 3 100

ω－3 脂肪酸エチルの休薬 1 100

イフェンプロジルの休薬 1 100

その他

卵アレルギーについて麻酔科医へ情報提供 d） 1 100

アンデキサネットの投与速度の修正（3 mg/min → 3 mL/min） 1 100

服用していない薬に対する服用指示の削除 1 100

消毒薬に関する相談応需 e） 1 100

術後

抗菌薬
治療的な抗菌薬用量への増量 1 100

腎機能低下患者における予防抗菌薬投与間隔の延長 1 100

再開 手術日の抗てんかん薬の内服 1 100

休薬
結合型エストロゲンの手術後休薬 1 100

ヨード系造影剤使用によるメトホルミン製剤の休薬 1 100

鎮痛薬
腎機能低下患者に対する NSAIDs 使用の回避 4 75.0

小児患者への NSAIDs 指示を削除 1 100

a）減量が 7 件，増量が 1 件．b）口腔内操作を含む耳鼻科手術に際してセファゾリンからスルバクタム / アンピシリンへの変更が 2 件．
c）周術期に必要な抗コリン作用薬の使用可否などを眼科医へコンサルトする必要があるため．d）プロポフォールの使用要否を検討
するため．e）ヨード系造影剤アレルギー患者に対するポビドンヨード使用に関しての問い合わせ→使用可能と返答．PONV: 術後悪心・
嘔吐，MRSA: メチシリン耐性黄色ブドウ球菌，VCM: バンコマイシン，NSAIDs: 非ステロイド性抗炎症薬．

表 1　周術期薬剤師による提案の内訳

とんどを占めた．
提案内容の分類については，抗菌薬に関する内

容が 104 件（48.4％）と多くを占め，次いで PONV

予防 74 件（34.4％），既往歴の確認および禁忌薬
の削除 14 件（6.5％）が続いた．

2．周術期アウトカムの比較
PPAF 開始前後の患者背景の比較を表2に示す．

PPAF 開始後は開始前と比較して，年齢がより高
く，緊急手術の割合が高かった．また，手術診療
科に偏りがあった．一方で，年齢の分布，性別，
体重，手術日入院の予定手術患者の割合，麻酔時
間および手術時間には有意差はなかった．

PPAF の臨床アウトカムについて，表 3に示す．
平均入院期間は PPAF 開始前 15.7 日および開始後
14.3 日であり，有意差はなかった（P = 0.074）．患
者転帰として，退院時に治癒または寛解と評価さ

れた患者は PPAF 開始後 98.4％であり開始前 96.5％
と比較して有意に増加した（P < 0.001）．一方で，
入院中死亡率は PPAF 開始前 1.9％および開始後
1.2％であり有意差はなかった（P = 0.360）．外科
患者（PPAF 開始前 116 例および開始後 310 例）
において，SSI 発生率は PPAF 開始前 4.3％および
開始後 5.4％であり有意差はなかった（P = 0.807）．

PONV 発生率は PPAF 開始後 24.5％であり，開
始前 27.8％と比較して有意に減少した（P < 0.039）．
PONV 予防のための 5-HT3 受容体拮抗薬使用率の
推移について図4に示す．PPAF 開始後の予防投与
患者数は，経過月数と強い正の順位相関があり，
統計学的な有意差がみられた（ρ = 0.86，P < 0.001）．



350

医療薬学  

PPAF 開始前
（n = 1,421）

PPAF 開始後
（n = 1,639） P value

男性 818（57.6） 900（54.9） 0.144 a）

体重（kg） 55［25.7］ 55.6［22.5］ 0.498 a）

年齢（歳） 54.0［27.2］ 56.3［26.5］ 0.019 a）

　1 歳未満 15（ 1.1） 10（ 0.6） 0.080 b）

　1～6 歳 143（10.1） 125（ 7.6）
　7～14 歳 77（ 5.4） 88（ 5.4）
　15～64 歳 476（33.5） 548（33.4）
　65 歳以上 710（ 50） 868（53.0）
手術分類
　緊急手術 329（23.2） 592（36.1） < 0.001 a） 

　手術日入院予定手術 68（ 4.1） 73（ 4.5） 0.667 a）

診療科
　外科 116（ 8.2） 310（18.9） < 0.001 b）

　耳鼻咽喉科 295（20.8） 307（18.7）
　呼吸器外科 208（14.6） 200（12.2）
　整形外科 182（12.8） 181（11.0）
　心臓血管外科 171（ 12） 137（ 8.4）
　循環器内科 61（ 4.3） 118（ 7.2）
　泌尿器科 98（ 6.9） 90（ 5.5）
　脳神経外科 75（ 5.3） 82（ 5.0）
　形成外科 104（ 7.3） 79（ 4.8）
　産婦人科 58（ 4.1） 75（ 4.6）
　皮膚科 29（ 2） 26（ 1.6）
　眼科 22（ 1.5） 20（ 1.2）
　救命救急 0（ 0） 8（ 0.5）
　呼吸器内科 2（ 0.1） 6（ 0.4）
吸入麻酔薬
　セボフルラン 956（67.3） 1,121（68.4） 0.510 a）

　デスフルラン 219（15.4） 272（16.6） 0.401 a）

　亜酸化窒素 116（ 8.2） 83（ 5.1） < 0.001 a）

　吸入麻酔薬なし 255（17.9） 260（15.9） 0.133 a）

麻酔時間（min） 209［ 134］ 200［ 129］ 0.057 c）

手術時間（min） 142［ 129］ 134［ 120］ 0.061 c）

数値は患者数（割合）または平均［標準偏差］で表記．a） Fisher の正確確率検定，b） χ2 検定， 
c） Student の t 検定．PPAF: 周術期薬剤師による監査およびフィードバック．

表 2　周術期薬剤師による監査およびフィードバック開始前後の患者背景

PPAF 開始前
（n = 1,421）

PPAF 開始後
（n = 1,639） P value

入院期間 15.7［ 26］ 14.3［17.2］ 0.074 b）

PONV 発生 395（27.8） 401（24.5） 0.039 c）

外科患者の SSI 発生 a） 5（ 4.3） 17（ 5.4） 0.807 c）

退院時転帰
　治癒または寛解 1,371（96.5） 1,613（98.4） < 0.001 c）

　死亡 23（ 1.6） 20（ 1.2） 0.360 c）

数値は患者数（割合）または平均［標準偏差］で表記．a） 介入前 116 例および介入後 310 例に対
して解析，b） Student の t 検定，c） Fisher の正確確率検定．PPAF: 周術期薬剤師による監査および
フィードバック，PONV: 術後悪心・嘔吐，SSI: 手術部位感染．

表 3　周術期薬剤師による監査およびフィードバックの臨床的アウトカム
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考　　察

麻酔科全身麻酔手術患者に対する手術前後日の
PPAF において，術後感染予防抗菌薬の適正化お
よび PONV 予防に対する提案が多く行われた．ま
た，5-HT3 受容体拮抗薬の使用が増加し，PONV

の発生率が低下した．
本研究により，周術期薬剤師は抗菌薬に関連し

た提案が多くあり，周術期抗菌薬使用の適正化が
重要な介入ポイントであることが示された．近年，
薬剤師を含む抗菌薬適正使用支援チームによる，
クリニカルパスの整備が術後感染予防抗菌薬の適
正化に繋がることが次々と報告されている．16, 17）し
かし，個々の患者の体重，腎機能およびアレルギー
歴などに合わせた対応については，クリニカルパ
スのみで運用するには複雑となり困難である．実
際に，当院で行われた結腸・直腸手術における術
後感染予防抗菌薬の適正使用評価においても，ガ
イドライン 13）の順守率は 68.4％と低く，腎機能
評価を必要とする術中追加投与の適正使用割合は
45.2％と，特に低いことを報告している．18）そのた
め，専門家が手術前に個々の患者の背景を精査し，
適正な抗菌薬使用について提案できるような体制
が必要となる．熊谷らは，病棟薬剤師による術後
感染予防抗菌薬に対する術前の処方提案により，

ガイドライン 13, 14）遵守率が 62.0％から 87.4％へと
有意に改善したことを報告している．19）つまり，ど
の部署の薬剤師が介入を行うかについては，各施
設の状況に応じた対応が必要と考えられる．ただ
し，緊急手術および手術日の入院など入院病棟が
決定する前からの介入を想定した場合，周術期薬
剤師が円滑に対応できる体制が望ましいと考えら
れる．

また，本研究では周術期薬剤師による PONV 予
防に対する提案が多くみられた．薬剤師による介
入が PONV 発生率の低下に繋がる可能性は幾つか
報告されている．20, 21）猪狩らは，PONV 予防薬の適
正使用を推進するため，周術期薬剤師による Apfel

のリスク分類に基づいたプロトコール介入を行っ
た．その結果，PONV 発生率が 40％から 17％へ有
意に改善したことを報告している．20）また，Wang

らは，外科医に対する薬剤師主導の教育により，
女性の腹部手術患者の PONV を 56.1％から 33.8％
へ有意に改善させたことを報告している．21）これ
らの報告で重要な点は，薬剤師介入により PONV

予防薬（アプレピタント，ドロペリドール，ステ
ロイド，5-HT3 受容体拮抗薬）の投与患者が増加
した点である．本研究では，インターバル期間以
降にオンダンセトロンおよびグラニセトロンが院
内採用になったため，PPAF 開始前後で使用量の

図 4　術後悪心・嘔吐予防のための 5-HT3 受容体拮抗薬使用率の推移
PPAF: 周術期薬剤師による監査およびフィードバック．棒グラフ：術後悪心・嘔吐予防の
ため手術中に 5-HT3 受容体拮抗薬を使用した患者数．折れ線グラフ：予防投与患者数を月
ごとの総患者数で割った百分率．術後悪心・嘔吐予防のため手術中に 5-HT3 受容体拮抗薬
を使用した患者数に対するスピアマンの順位相関係数 ρ = 0.86，P < 0.001．
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比較を行うことはできなかった．しかし，PPAF

開始後に PONV 予防のための 5-HT3 受容体拮抗
薬投与患者が経時的に増加した．つまり，PPAF

は PONV 予防薬の使用の意識づけとなり，PONV

の回避に一定の効果を果たしていた可能性が示唆
される．ただし，カルテメッセージのみによる介
入は，PONV 予防薬使用の使用率を 38％から 73％
へと増加させるものの，介入を中止すると 37％
に戻ってしまうことも報告されており，継続的な
介入が必要と考えられる．22）

上記のほかにも，周術期薬剤師は手術前に，既
往歴に対する禁忌薬，ステロイドカバーおよび
PFM では規定していない休薬すべき薬剤の指示確
認など様々な提案を行っていた．手術後において
も，必要と考えられる薬剤の継続あるいは薬剤の
休薬期間および腎機能低下患者への鎮痛薬の選択
などに関して提案を行っていた．これらの提案は
薬剤の不適切な使用を減少させ，合併症を回避す
ることにより，患者転帰の改善に繋がりうる．24, 25）

一方で，手術前日の確認では休薬期間が十分でな
い場合（例：ω－3 脂肪酸エチルの休薬）および
他科あるいは他院へのコンサルトが必要となる際
に（例：緑内障既往患者に対する眼科コンサルト
など）十分な時間が取れない場合がある．また，
提案は手術前に偏っており，手術後には少なかっ
た．これは，当院の患者ケアにおいて，手術後の
薬剤再開は病棟薬剤師が，術後疼痛管理は術後疼
痛管理チーム担当薬剤師が，術後感染治療は抗菌
薬適正使用支援チーム担当薬剤師がそれぞれ関与
しているためと考えられる．PPAF を行うべき最
適なタイミングの探索および各担当薬剤師との連
携が果たす役割については，今後さらなる検討が
必要である．また，カルテチェックは面談による
情報収集と比較して，患者との時間調整が必要な
いものの，カルテのみからは得られにくい情報（乗
り物酔いのしやすさなど）もあるため，最適な
PPAF の方法についても今後の検討が必要である．
さらには，本研究の対象患者として，比較的小児
が多かった．PPAF が対象とするポピュレーショ
ンの違いは，提案の種類および割合に影響する可
能性がある．特に，小児および成人では，体重当
たりの抗菌薬用量，非ステロイド性抗炎症薬使用

の可否および PONV 予防の基準や推奨すべき薬
剤などを含め，確認すべき内容が大きく異なる．
これを踏まえると，人的に限られた状況下でも，
より効果的かつ効率的に PPAF を行うことができ
る最適なポピュレーションについても検討してい
くことも必要と考えられる．

本研究の限界として，単施設の後ろ向き研究か
つ前後比較研究であることが挙げられる．今後，
PPAF の有用性については，前向きかつ多施設を対
象としたクロスオーバー試験などの，よりバイアス
の小さい手法を用いた検討が必要と考えられる．
また，本研究では PPAF を確立するまでの interval

期間を要し，かつ患者背景が異なっていた．特に，
緊急手術の増加および高年齢化を踏まえると，
PPAF による入院期間，死亡率および SSI 発生率
の改善を過少に評価している可能性がある．さら
に，本研究では PONV 予防提案およびステロイ
ドカバーをはじめ，一定の基準（例えば，Apfel

スコア 25）が 2 点以上あるいはプレドニゾロン換
算で 5 mg/日超を 1 カ月以上使用 23） など）は設け
たものの，絶対的なプロトコールを整備せずに
PPAF を行った．また，麻酔科医の手術前サマリー
に妥当な対応が記載されている場合，周術期薬剤
師はあえて提案を行わなかった．そして，本研究
では抗菌薬に関連する提案が多かったが，PPAF

の担当者に感染制御専門薬剤師がいたことが影響
している可能性がある．つまり，PPAF を行う周
術期薬剤師の専門性あるいは担当する麻酔科医の
考え方あるいは能力により提案数および受諾率が
異なる可能性が存在する．今後の報告では，薬剤
部および麻酔科の見解を合わせたプロトコールを
作成したうえで，PPAF のアウトカム評価を行う
ことが望ましいと考えられる．最後に，費用対効
果に関する検討ができていないことである．例え
ば PONV が発生した場合，脱水および手術後出
血などの合併症により入院期間が延長する可能性
が言及されている．よって，PONV を予防するこ
とによるコストベネフィットが期待できる．26, 27）し
かし，今回は PONV 発生に伴うコストの詳細に
ついて検討ができなかった．今後は PPAF の費用
対効果を検討していく必要がある．

以上より，幾つかの限界はあるものの，本研究
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により，麻酔科全身麻酔手術患者に対する手術前
後日の PPAF は，周術期予防抗菌薬および PONV

予防薬の適正使用を中心に，周術期に使用する薬
剤の適正使用を推進する介入方法の 1 つと考えら
れる．また，周術期薬学管理の質向上につながり，
患者アウトカムを改善させる一因になり得る．

利益相反

開示すべき利益相反はない．
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